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障害福祉計画・障害児福祉計画の体系 

 

項目１ 項目２ 項目３ 頁 

１．国の基本指針

に基づく成果目標

の設定 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行  

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  

（３）福祉施設から一般就労への移行等  

（４）障害児支援の提供体制の整備等  

（５）地域生活支援の充実  

（６）相談支援体制の充実・強化等  

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組  

２．障害福祉サー

ビス等の見込量 

（１）訪問系サービ

ス 

①居宅介護  

②重度訪問看護  

③同行援護  

④行動援護  

⑤重度障害者包括支援  

（２）日中活動系サ

ービス 

①生活介護  

②自立訓練（機能訓練）  

③自立訓練（生活訓練）  

④就労選択支援  

⑤就労移行支援  

⑥就労継続支援（Ａ型）  

⑦就労継続支援（Ｂ型）  

⑧就労定着支援  

⑨療養介護  

⑩短期入所（ショートステイ）  

⑪精神障害者の自立訓練  

⑫重度障害者の生活介護  

⑬重度障害者の短期入所  

（３）居住支援・施設

系サービス 

①自立生活援助  

②共同生活援助（グループホーム）  

③施設入所支援  

④精神障害者の自立生活援助  

⑤精神障害者の共同生活援助  

⑥重度障害者の共同生活援助  

（４）相談支援 

①計画相談支援  

②地域移行支援  

③地域定着支援  

④精神障害者の地域移行支援  

⑤精神障害者の地域定着支援  
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項目１ 項目２ 項目３ 頁 

３．障害児福祉サ

ービス等の見込量 

障害児福祉サービ

ス等 

①児童発達支援  

②放課後等デイサービス  

③保育所等訪問支援  

④居宅訪問型児童発達支援  

⑤障害児相談支援  

⑥医療的ケア児コーディネーターの設置  

４．地域生活支援

事業等の見込量 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業  

②自発的活動支援事業  

③相談支援機能強化事業・基幹相談支援セ

ンター等機能強化事業 
 

④成年後見制度利用支援事業  

⑤成年後見制度法人後見支援事業  

⑥意思疎通支援事業（手話通訳者の設置・

派遣、要約筆記者の派遣） 
 

⑦手話奉仕員養成研修事業  

⑧日常生活用具給付等事業  

⑨移動支援事業  

⑩地域活動支援センター機能強化事業  

（２）任意事業 

①訪問入浴サービス事業  

②日中一時支援事業  

③障害児放課後対策事業（クリオネクラブ）  

④芸術・文化講座開催等事業（障がい者作

品展） 
 

⑤障害者自動車運転免許取得助成事業  

⑥身体障害者用自動車改造費助成事業  

⑦更生訓練費給付事業  

（３）その他の事業 

①発達障害者等に対する支援  

②印西市救急医療情報キット配布事業  

③視覚障害者支援事業  

④最重度強度行動障害者特別支援補助金

助成事業 
 

⑤精神に障がいや悩みのある人への支援  
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１．国の基本指針に基づく成果目標の設定 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 

 障害者支援施設などに入所している障がいのある方が、自立訓練事業等の利

用を経て、グループホームや一般住宅など地域生活への移行を進めるため、目標

値を設定します。 

 

【国の基本指針】 

 〇施設入所者の地域生活への移行 

2029（令和 11）年度末時点で、2025（令和 7）年度末時点の施設入所者数の

6％以上が地域生活へ移行 

 〇施設入所者の削減 

2029（令和 11）年度末時点で、2025（令和 7）年度末時点の施設入所者数か

ら 5％以上削減 

 

【市の目標】 

 入所者や家族の意向を確認するとともに、地域移行支援サービスや「ふれあい

サポートセンターいんざい」の自立訓練（生活訓練）等を活用し、地域移行を推

進します。 

 

【現状】2025（令和 7）年度末時点の施設入所者数 〇〇人 

項目 目標値 考え方 

2029（令和 11）年度末時点

の地域生活移行者数 

〇〇人 2025（令和 7）年度末時点の施設入

所者数の 6％以上 

2029（令和 11）年度末時点

の施設入所者削減数 

〇〇人 2025（令和 7）年度末時点の施設入

所者数の 5％以上 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神に障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをす

ることができるよう、医療、障がい福祉、介護、住まい、社会参加（就労）、地

域の助け合い、教育（普及・啓発）が包括的に確保された地域包括ケアシステム

の構築を目指します。 

計画的に地域の基盤を整備するとともに、広域及び市町村ごとの保健、医療、

福祉関係者及び当事者による協議の場を設置し、精神科医療機関、その他の医療

機関、地域支援事業者、市町村等の重層的な連携による支援体制を構築するため

に目標を設定します。 

 

【国の基本指針】 

〇精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 

  2029（令和 11）年度における目標値 319.3 日以上 

〇精神病床における１年以上長期入院患者数 

  2029（令和 11）年度末における長期入院患者数（65 歳以上、65 歳未満、75

歳以上、40 歳以上の認知症である者）を国が提示する推計式を用いて設定

する。（都道府県） 

〇退院患者の精神病床への 30 日以上の再入院率 

退院後 90 日時点   10.3％以下 

退院後 180 日時点 17.4％以下 

退院後 365 日時点 25.7％以下 ※いずれも 2029（令和 11）年度時点 

〇心のサポーター数 

  2033（令和 15）年度末までに 100 万人以上 

 

【市の目標】 

 地域共生社会の理念のもと、精神に障がいのある人が、地域の一員として安心

して自分らしい暮らしをすることができるよう、地域自立支援協議会を中心と

して関係機関と重層的に連携し、医療、障がい福祉、教育（普及・啓発）等が包

括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を進めます。 
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活動指標 単位 
実績 第８期計画 

2025 2027 2028 2029 

①保健、医療・福祉関係者による協議の

場の開催回数 
回数     

②保健、医療（精神科、精神科以外の医

療機関別）、福祉、介護、当事者、家族

等の関係者ごとの参加者数 

実人

数 
    

③保健、医療・福祉関係者による協議の

場における目標設定及び評価の実施

回数 

回数     

④心のサポーター養成研修実施回数 

《新規》 
回数     

⑤精神障害者の地域移行支援利用者数 実人

数 
    

⑥精神障害者の地域定着支援利用者数 実人

数 
    

⑦精神障害者の共同生活援助の利用者

数 

実人

数 
    

⑧精神障害者の自立生活援助利用者数 実人

数 
    

⑨精神障害者の自立訓練（生活訓練）利

用者数 

実人

数 
    

⑩精神障害者の短期入所利用者数 

《新規》 

実人

数 
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（３）福祉施設から一般就労への移行等 

障がいのある方の一般企業での就労を進めていくため、福祉施設の利用者の

うち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）

を通じて、一般就労に移行する者の目標値を設定します。 

 

【国の基本指針】 

 〇就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数 

2024（令和 6）年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以上 

事業別：就労移行支援   1.14 倍以上 

就労継続支援Ａ型 1.52 倍以上 

就労継続支援Ｂ型 1.67 倍以上 

〇就労移行支援事業所のうち、一般就労へ移行した者の割合が 5 割以上の事

業所：全体の 5割以上 

〇就労定着支援の利用者数  

2024（令和 6）年度利用実績の 1.47 倍以上 

〇就労定着支援事業所のうち、就労定着率が 7割以上の事業所 

全体の 2割 5分以上 

〇就労選択支援事業所を協議会の設置圏域ごとに一事業所以上設置 

〇就労選択支援の利用者数 

2029（令和 11）年度に 8万 2千人以上 

 

【市の目標】 

一般就労への移行に向け、就労支援事業所や市の就労相談員、サービス利用計

画相談員等と連携し、継続的に支援を行います。また、障がいのある方が自身の

就労面での課題を把握し、本人の状況に適した就労支援や就労先を見つけられ

るよう、就労選択支援事業の積極的な利用を促します。 
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項目 単位 
実績 第８期計画 

2024 2027 2028 2029 

①一般就労への移行者（全体） 人数     

 

うち就労移行支援 人数     

うち就労継続支援Ａ型 人数     

うち就労継続支援Ｂ型 人数     

②2029（令和 11）年度の市内の就労移行

支援事業所のうち、一般就労へ移行し

た者の割合が 5割以上の事業所 

割合    5 割 

③就労定着支援事業の新規利用者 人数     

④就労定着支援事業所のうち、就労定着

率が 7割以上の事業所 
割合     

⑤就労選択支援事業所を協議会の設置

圏域ごとに一事業所以上設置《新規》 
有無     

⑥就労選択支援の利用者数《新規》 人数     
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（４）障害児支援の提供体制の整備等 

障がいのある子どもに対して、年齢や障がいの程度に応じた支援を重層的に

提供するため、児童発達支援センターを中心として、地域における支援体制のあ

り方や位置づけを検討します。また、特別な支援が必要となる重症心身障害児や

医療的ケア児についても、包括的な支援を行います。 

 

【国の基本指針】 

〇2029（令和 11）年度末までに、各市町村において、次に掲げる児童発達支

援センターの中核的な支援機能を確保する。 

①幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

②地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーシ

ョン機能 

③地域のインクルージョン（地域社会への参加・包容）推進の中核としての

機能 

④地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能 

〇インクルージョン推進のため、2029（令和 11）年度末までに、各都道府県

及び各市町村において、保育、子育て支援、教育等の関係機関が連携を図る

ための協議の場を設置する。 

 〇重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、2029（令和 11）

年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも一カ所以上確保する。 

〇医療的ケア児等が適切な支援を受けられるように、2029（令和 11）年度末

までに、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関

するコーディネーターを配置する。 

〇地域における多様な障害児及びその家族を支援する観点から、2029（令和 11）

年度末までに、各市町村又は圏域において、保健、医療、障害福祉、保育、

教育、就労支援等の関係機関との連携体制を確保した上で、障害児相談支援

を利用していない場合も含め、障害児及びその家族への伴走的な相談支援

の体制を確保する。 
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【市の目標】 

国の基本指針に沿って子ども発達センター（児童発達支援センター）の機能を

強化し、地域の中核としての役割を果たせる体制を整えます。重症心身障害児や

医療的ケア児への支援体制の強化を図ります。 

 

項目 
第８期計画 

市の取組 

①児童発達支援センターの中核的な支

援機能の確保《新規》 

 

 

 

 

 

 

 

 

②インクルージョン推進のため、保育、

子育て支援、教育等の関係機関が連

携を図るための協議の場を設置《新

規》 

 

③重症心身障害児を支援する児童発達

支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所を一カ所以上確保 

 

④医療的ケア児について、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関等

が連携を図るための協議の場を設け

るとともに、コーディネーターを配

置 

 

⑤障害児及びその家族への伴走的な相

談支援の体制を確保《新規》 
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（５）地域生活支援の充実 

 障がいのある人の地域生活を支援するため、相談や体験の機会・場の提供、緊

急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり等の機能を集約した拠点（地

域生活支援拠点等）の充実が求められています。 

 

【国の基本指針】 

〇地域生活支援拠点等を 2029（令和 11）年度末までに整備する 

〇地域生活支援拠点等の充実 

コーディネーターを配置すること、地域生活支援拠点等の機能を担う障害

福祉サービス事業所等の担当者を配置すること、及び、年 1回以上、支援の

実績等を踏まえた運用状況（地域生活支援拠点等の各機能が果たされてい

るかの状況）を検証及び検討する。 

〇強度行動障害者への支援体制の整備 

  2029（令和 11）年度末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害

を有する障害者について、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関

が連携した支援体制を整備する。 

 

【市の目標】 

 障がいのある人の重度化や高齢化、「親亡き後」の支援体制を確保していくた

め、地域生活支援拠点等の機能の拡充について、年 1回以上、運用の検証を行い

ます。 

 

項目 
実績 

第８期計画 

①地域生活支援拠点等の整備 
 

 

②コーディネーター等の配置 
 

 

③年 1回以上の運用状況の検証 
 

 

④強度行動障害を有する者の支援ニー

ズの把握及び支援体制の構築 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

 障害福祉サービスの利用者の増加とともに、計画相談支援の利用も伸びてい

ます。しかし、１事業所あたりの相談支援専門員が少ないなど、課題も存在しま

す。地域の相談支援体制の充実図るための目標を設定します。 

 

【国の基本指針】 

〇2029（令和 11）年度末までに、基幹相談支援センター、地域生活支援拠点

等、協議会の設置・整備を行い、これらの連携を行う。 

 〇基幹相談支援センターが協議会の運営に関与する等により、個別事例の検

討を通じて障害者の支援体制の整備に取り組む体制を確保する。 

 〇セルフプランに関する分析等を行うとともに、相談支援専門員の計画的な

養成等を通じて相談支援体制の充実・強化等を図ることにより、2029（令和

11）年度末までに、のぞまないセルフプランの件数をゼロにする。 

 

【市の目標】 

 基幹相談支援センター及び地域自立支援協議会を中心に、総合的・専門的な相

談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制の確保を図ります。 

また、個別事例の検討を通じ、地域サービス基盤の開発・改善を進めます。 

 

項目 
実績 

第８期計画 

①基幹相談支援センターの設置・整備 
 

 

②地域生活支援拠点等の設置・整備 
 

 

③協議会の設置・整備 
 

 

④基幹相談支援センター、地域生活支

援拠点等、協議会の連携《新規》 

 

⑤セルフプランの分析及び相談支援体

制の充実・強化等を図り、のぞまない

セルフプランの件数をゼロにする

《新規》 
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活動指標 単位 
実績 第８期計画 

2025 2027 2028 2029 

①基幹相談支援センターにおける主任

相談支援専門員の配置数の見込み 

《新規》 

人数     

②基幹相談支援センターの人材育成等

の取組に参加する相談支援事業所の、

管内の全ての相談支援事業所に占め

る割合《新規》 

割合     

③基幹相談支援センターによる協議会

の運営への関与の有無の見込み《新

規》 

有無     

④地域自立支援協議会の実施回数 
回数     

⑤地域自立支援協議会の専門部会の設

置数の見込み 

設置

数 
    

⑥地域自立支援協議会の専門部会の実

施回数の見込み 
回数     

⑦個別事例の検討を通じて抽出された

課題を踏まえ、地域における障害者の

支援体制の整備等について、協議会の

議題とした数《新規》 

議題

数 
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（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組 

近年、障害福祉サービス等の多様化、サービス事業所の増加に伴い、事業者が

利用者に対して、真に必要とするサービスを適切に提供することがより一層求

められることから、障害福祉サービス等の質の向上を図るための目標を設定し

ます。 

 

【国の基本指針】 

〇利用者が真に必要とする障害福祉サービス等の提供を行うため、都道府県

及び市町村の職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取

組を行い、障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要と

する障害福祉サービス等が提供できているのか検証を行っていくことが望

ましい。 

〇自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組

や適正な運営を行っている事業所を確保することが必要となる。 

 

【市の目標】 

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用、障害者自立支援審査支払等シス

テムによる審査結果を事業者と共有する体制を活用していきます。 

 

活動指標 単位 
実績 第８期計画 

2025 2027 2028 2029 

①都道府県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修その他の研修への市

町村職員の参加人数の見込み 

人数     

②障害者自立支援審査支払等システム

による審査結果の共有 
有無     
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２．障害福祉サービス等の見込量 

  

計画期間の各年度における障害福祉サービスの種類ごとの見込量について、

利用実績や今後の人口動態等を踏まえて算出しています。 

（１）訪問系サービス 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①居宅介護 

居宅介護支援員（ホームヘルパー）が、障

がいのある人の居宅を訪問し、入浴、排泄

または食事の介護等を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

②重度訪問看護 

重度の肢体不自由者、または重度の知的

障がいもしくは精神障がいにより、行動上

著しい困難を有し、常時介護を要する方に

対し、居宅における入浴、排泄、食事の介

護、外出時における移動中の介護等を総合

的に行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

③同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有す

る方に対し、移動及びそれに伴う外出先に

おいて、必要な視覚的情報の支援や移動

の援護、排泄・食事等の介護、その他外出

する際に必要とする援助を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

④行動援護 

知的障がいまたは精神障がいにより行動

上著しい困難を有し、常時介護を要する方

に対して、行動する際に生じ得る危険を回

避するために必要な援護、外出時における

移動中の介護等を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

⑤重度障害者等包括支援 

常時介護を要する障がいのある人で介護

の必要の程度が著しく高い方に対し、居宅

介護その他の障害福祉サービスを包括的

に提供します。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

※ 実人／月 ＝ 1 カ月あたりの利用者数の平均 

※ 時間／月 ＝ 1 カ月あたりの総利用時間の平均 



16 
 

（２）日中活動系サービス 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①生活介護 

常時介護を必要とする障がいのある人に

対し、主として昼間において、障害者支援施

設等で行われる入浴、排泄または食事の介

護、創作的活動または生産活動の機会の

提供等を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

②自立訓練（機能訓練） 

身体障がいのある人を対象として、理学療

法や作業療法等の身体的リハビリテーショ

ンや歩行訓練、コミュニケーション・家事等

の訓練を実施し、日常生活上の相談支援、

関係サービス機関との連絡・調整を通じて

地域生活への移行を目指します。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

③自立訓練（生活訓練） 

知的障がいのある人・精神障がいのある人

を対象として、食事や家事等の日常生活能

力向上のための支援を実施するとともに、

日常生活上の相談支援、関係サービス機

関との連絡・調整を通じて地域生活への移

行を目指します。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

④就労選択支援 

障がいのある人が就労先・働き方について

より良い選択ができるよう、本人の希望、就

労能力や適性等に合った選択の支援を行

います。 

実人

／月 
    

⑤就労移行支援 

就労を希望する 65 歳未満の障がいのある

人に対し、一定期間（２年間）にわたり、事

業所内や企業における生産活動等の機会

を通じて就労に必要な知識・能力の向上の

ために必要な訓練を行います。また、適性

や意向にあった職場探しや就労後の職場

定着のための支援を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
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項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

⑥就労継続支援（Ａ型） 

65 歳未満の障がいのある人に対し、事業

所との雇用契約に基づく生産活動等を通じ

て就労に必要な知識・能力の向上のために

必要な訓練を行います。また、就労に必要

な知識・能力が備わった方には一般就労に

向けた支援を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

⑦就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障がいのあ

る人に対し、雇用契約を結ばずに生産活動

等の機会を提供します。知識・能力の高まっ

た方には就労に向けた支援を行います。 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

⑧就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ

移行した障がいのある人で、就労に伴う環

境の変化により生活面の課題が生じている

人に対し、相談や連絡調整等、課題解決に

向けて必要となる支援を行います。 

実人

／月 
    

⑨療養介護 

医療を要し、常時介護を必要とする障がい

のある人のうち、主として昼間において、病

院等で行われる機能訓練、療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護及び

日常生活上の世話を行います。 

実人

／月 
    

⑩短期入所（ショートステイ） 

居宅において介護を行う方の疾病そ

の他の理由により、十分な介護がで

きない場合に、障がいのある人に短

期間入所していただき、入浴、排泄ま

たは食事の介護等を行います。 

福
祉
型 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

医
療
型 

実人

／月 
    

時間

／月 
    

⑪精神障害者の自立訓練 

精神に障がいのある人を対象に、日常生活

を営む為に必要な訓練、生活等に関する相

談及び助言等を行います。 

実人

／月 
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項目 
単位 

実績    

内容 2025 2027 2028 2029 

⑫重度障害者の生活介護 

重度障害者に対して、主として

昼間、障害者支援施設等にお

いて、入浴・排泄・食事等の介

護、調理・洗濯・掃除等の家

事、生活等に関する相談・助

言、その他必要な日常生活の

支援、創作的活動・生産活動

の機会の提供のほか、身体機

能や生活上向上のために必要

な支援を提供します。 

 
実人

／月 
    

うち強度行

動障害 
実人

／月 
    

うち高次脳

機能障害 
実人

／月 
    

うち医療的

ケアを必要

とする者 

実人

／月 
    

⑬重度障害者の短期入所（福祉

型） 

重度障害者を対象に、居宅に

おいて介護を行う方の疾病そ

の他の理由により、十分な介

護ができない場合に、短期間

入所していただき、入浴、排泄

または食事の介護等を行いま

す。 

 実人

／月 
    

うち強度行

動障害 

実人

／月 
    

うち高次脳

機能障害 

実人

／月 
    

うち医療的

ケアを必要

とする者 

実人

／月 
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（３）居住支援・施設系サービス 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①自立生活援助 

入所施設から一人暮らしに移行した人に対

して、定期的な訪問を行い、生活面の課題や

体調を確認し、必要な助言や医療機関等と

の連絡調整を行います。 

実人

／月 
    

②共同生活援助（グループホーム） 

地域において自立した生活を営むうえで必

要な居住の場を提供し、主に夜間において

入浴、排泄または食事の介護、相談等の日

常生活上の援助を行います。 

実人

／月 
    

③施設入所支援 

施設に入所する人に対し、主に夜間におい

て、居住の場の提供、入浴、排泄、食事等の

介助、日常生活上の支援を行います。生活介

護や就労継続支援等の日中活動と併せて、

日常生活を一体的に支援します。 

実人

／月 
    

④精神障害者の自立生活援助 

精神に障がいのある人に対し、定期的な訪

問を行い、生活面の課題や体調の確認し、助

言や医療機関等との連絡調整を行います。 

実人

／月 
    

⑤精神障害者の共同生活援助 

精神に障がいのある人に対し、地域において

自立した生活を営むうえで必要な居住の場

を提供し、主に夜間において入浴、排泄また

は食事の介護等の援助を行います。 

実人

／月 
    

⑥重度障害者の共同生活援

助（グループホーム） 

重度障害者に対し、地域に

おいて自立した生活を営む

うえで必要な居住の場を提

供し、主に夜間において入

浴、排泄または食事の介

護、相談等の日常生活上の

援助を行います。 

 実人

／月 
    

うち強度行動

障害 

実人

／月 
    

うち高次脳機

能障害 

実人

／月 
    

うち医療的ケ

アを必要とす

る者 

実人

／月 
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（４）相談支援 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①計画相談支援 

●サービス利用支援 

障害福祉サービス等の申請に係る支給決定

前に、サービス等利用計画案を作成します。

支給決定後には、サービス事業者等との連

絡調整等を行うとともに、サービス等利用計

画を作成します。 

●継続サービス利用支援 

支給決定されたサービス等の利用状況を検

証（モニタリング）し、サービス事業者等との

連絡調整等を行います。 

実人

／月 
    

②地域移行支援 

障害者支援施設、精神科病院、児童福祉施

設を利用する 18 歳以上の者等を対象とし

て、地域移行支援計画の作成、相談による不

安解消、外出への同行支援、住居確保、関係

機関との調整等を行います。 

実人

／月 
    

③地域定着支援 

居宅において単身で生活している障がいの

ある人等を対象に常時の連絡体制を確保

し、緊急時には必要な支援を行います。 

実人

／月 
    

④精神障害者の地域移行支援 

精神に障がいのある人を対象として、地域移

行支援計画の作成、相談による不安解消、外

出への同行支援、住居確保、関係機関との

調整等を行います。 

実人

／月 
    

⑤精神障害者の地域定着支援 

精神に障がいのある人を対象に常時の連絡

体制を確保し、緊急時には必要な支援を行

います。 

実人

／月 
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３．障害児福祉サービス等の見込量 

項目 
単位 

実績 第４期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①児童発達支援 

未就学の障がいのある子どもに、通所により

日常生活における基本的な動作の指導、集

団生活への適応訓練等を行います。 

実人

／月 
    

日数

／月 
    

②放課後等デイサービス 

学校に通学する障がいのある子どもに、放課

後又は夏休み等の休暇中に、生活能力の向

上のために必要な訓練等を行います。 

実人

／月 
    

日数

／月 
    

③保育所等訪問支援 

保育園等を利用する障がいのある子どもに

対し、訪問により集団生活への適応のための

訓練や施設のスタッフへの支援を行います。 

実人

／月 
    

日数

／月 
    

④居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等の状態にあり、障害児通所

支援を利用するために外出することが著しく

困難な障がいのある子どもに対し、居宅を訪

問して児童発達支援等を行います。 

実人

／月 
    

日数

／月 
    

⑤障害児相談支援 

●障害児支援利用援助 

障害児通所支援申請に係る支給決定前に、

障害児支援利用計画案を作成します。支給

決定後にはサービス事業者等との連絡調整

等を行うとともに、障害児支援利用計画を作

成します。 

●継続障害児支援利用援助 

支給決定されたサービス等の利用状況を検

証（モニタリング）し、サービス事業者等との

連絡調整等を行います。 

実人

／月 
    

日数

／月 
    

⑥医療的ケア児コーディネーターの配置 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の

構築に向けて、関連分野の支援を調整するコ

ーディネーターとして養成された相談支援専

門員等の配置促進を図ります。 

実人

数 
    

※ 日数／月 ＝ 1 カ月あたりの総利用日数の平均 
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４．地域生活支援事業等の見込量 

 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法に規定された事業の 1 つであり、障

がいのある人がその有する能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を

営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態に

より実施する事業です。 

 地域生活支援事業は、障害者総合支援法で定められている「必須事業」と市町

村が独自で基準を定めて実施する「任意事業」に大別されます。 

（１）必須事業 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人への理解を深めるための研

修や啓発活動等を行います。 
回数     

②自発的活動支援事業 

障がいのある人等が自立した日常生活及び

社会生活を営むことができるよう、障がいの

ある人やその家族、地域住民等による地域に

おける自発的な取組を支援します。 

有無     

③相談支援機能強化事業・基幹相談支援セン

ター等機能強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施される

よう、一般的な相談支援事業に加え、特に必

要と認められる能力を有する専門的職員を

配置し、相談支援機能の強化を図ります。 

また、市及び関係機関、相談支援事業所等

の支援機関が障がいのある人の情報を共有

するため、基幹相談支援センターを中心とし

て連携を図りながら相談に応じています。 

相談支援機能強化事業 

有無     

基幹相談支援センター 

有無     
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内容 単位 
実績 第８期計画 

2025 2027 2028 2029 

④成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用が有効と認められる知

的または精神に障がいのある人に対し、成年

後見制度の利用を支援するため、申し立てに

要する経費及び後見人等の報酬の全部また

は一部を助成します。 

有無     

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正

に行うことができる法人を確保できる体制を

整備するとともに、市民後見人の養成を行い、

市民後見人の活用を含めた法人後見の活動

を支援します。また、社会福祉協議会、社会福

祉課及び高齢者福祉課と連携を図り、法人

後見の活動を支援します。 

有無     

⑥意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、その他の障がい

のため、意思疎通を図ることに支障がある障

がいのある人の円滑な意思疎通のために、障

がい福祉課に手話通訳者を設置し、市役所

内での申請手続き等における手話通訳等を

行います。また、利用者からの申請により、手

話通訳者・要約筆記者を派遣します。 

利用

者数

（延） 

    

⑦手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がいのある人等との交流活動の促進、

市町村の広報活動等の支援者として期待さ

れる、日常会話程度の手話表現技術を習得

した手話奉仕員を養成します。 

受講

者数

（実） 
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項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

⑧日常生活用具給付等事業 

在宅の障がいのある人の

日常生活上の便宜を図る

ことを目的として、対象の方

に自立生活支援用具等の

給付を行います。 

また、手すりの取付け等の

住環境の改善を行う場合

に、改修工事費の一部を給

付します。 

介護・訓練支

援用具 
件数     

在宅療養等支

援用具 
件数     

排泄管理支援

用具 
件数     

自立生活支援

用具 
件数     

情報・意思疎

通支援用具 
件数     

住宅改修費給

付事業 
件数     

⑨移動支援事業 

外での移動が困難な障がいのある人につい

て、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇

活動等の社会参加のための外出の際に、ヘ

ルパー派遣の支援を行います。 

実人

数 
    

利用

時間

／年 

    

⑩地域活動支援センター機能強化事業 

Ⅰ型／Ⅱ型／Ⅲ型 

●地域活動支援センターⅠ型では、相談支援

事業に加え、医療・福祉及び地域の社会基

盤との連携強化のための調整、地域住民の

ボランティア育成、障がいに対する理解促進

のための普及啓発等の事業を実施します。 

●地域活動支援センターⅡ型（印西市立作業

所コスモス）では、創作的活動・生産機会を

提供するとともに、雇用・就労が困難な在宅

の障がいのある人に対し、機能訓練、社会適

応訓練等のサービスを実施します。 

●地域活動支援センターⅢ型では、創作的活

動・生産機会を提供するとともに、社会との交

流の促進等のサービスを実施します。 

Ⅰ型

利用

者数 

    

Ⅱ型

利用

者数 

    

Ⅲ型

利用

者数 
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（２）任意事業 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①訪問入浴サービス事業 

居宅において常に寝たきりの状態で、自宅で

入浴することが困難な 65 歳未満の寝たきり

の心身障がいのある人（手帳所持者）の身

体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る

ため、対象者 1 人につき週 2 回以内で移動

入浴車を派遣し入浴サービスを提供します。 

実利

用者

数 

    

②日中一時支援事業 

障がいのある人の家族の就労支援及び障が

いのある人等を日常的に介護している家族

の一時的な休息のため、一時的な見守り等

の支援が必要と認められる障がいのある人

に対し、日中における活動の場を確保し、見

守り・社会に適応するための日常的な訓練そ

の他市町村が認めた支援を行います。 

実利

用者

数 

    

③障害児放課後対策事業 

印西市立クリオネクラブでは、市内在住の障

がいのある子どもが放課後や学校休業日を

友達等と過ごす憩いの場所とすること、家族

の就労・一時的な休息を目的としています。 

実利

用者

数／

月 

    

④芸術・文化講座開催等事業 

障がいのある人の芸術・文化活動を振興す

るため、作品展や音楽会等芸術・文化活動

の発表の場を設けるとともに、障がいのある

人の創作意欲を助長するための環境の整備

や必要な支援を行います。本市では、年に 1

回開催している「印西市障がい者作品展（い

んざいアートフェス）」を本事業に位置づけま

す。 

回数     
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内容 単位 
実績 第８期計画 

2025 2027 2028 2029 

⑤障害者自動車運転免許取得助成事業 

身体障がいのある人・知的障がいのある人

で免許の取得により就労が見込まれる等、社

会活動への参加に効果があると認められる

方に対し、自動車運転免許の取得に要した

費用（入所料、教材費、適性検査費、教習

料、検定料、仮免許取得料その他必要経費）

の 3 分の 2 以内（上限 10 万円）を助成しま

す。 

利用

者数 
    

⑥身体障害者用自動車改造費助成事業 

重度の身体障がいのある人（上肢、下肢また

は体幹の障害等級が1、2級の方）が就労等

に伴い、自ら所有し運転する自動車の操向

装置（ハンドル）及び駆動装置（アクセル、ブ

レーキ）等の一部を改造する必要のある場

合、その改造に要する費用の一部（上限 10

万円）を助成します。 

利用

者数 
    

⑦更生訓練費給付事業 

社会復帰を促進することを目的として、就労

移行支援事業または自立訓練事業を利用し

ている方及び身体障害者更生援護施設（身

体障害者療護施設を除く）に入所している方

に更生訓練費を支給します。 

利用

者数 
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（３）その他の事業 

項目 
単位 

実績 第８期計画 

内容 2025 2027 2028 2029 

①発達障害者等に対する

支援 

発達障害の早期発見・

早期支援のため、保護

者等が子どもの発達障

害の特性を理解し、必要

な知識や方法を身に付

けるための支援を行い

ます。 

ペアレントトレー

ニングやペアレン

トプログラム等の

受講者数（カッコ

内は実施者数） 

実人

数 

〇 

（〇） 
   

ペアレントメンタ

ーの登録人数 

実人

数 
    

ピアサポート活動

への参加人数 

実人

数 
    

②救急医療情報キット配布事業 

障がいのある人に対し、かかりつけ医療機

関、持病、その他救急時に必要な情報を保管

する「救急医療情報キット」を配布します。 

配布

者数 
    

③視覚障碍者支援事業 

「障がい福祉のしおり」等を音訳ＣＤにし、視

覚に障がいのある人の世帯へ配布するほ

か、音訳ボランティアの養成講座を実施しま

す。 

有無     

④最重度強度行動障害者特別支援補助金助

成事業 

最重度の強度行動障害のある人の受け入れ

を支援する事業所に対し、補助金の交付を

行います。 

有無     

⑤精神に障がいや悩みのある人への支援 

精神科医による心の相談会を定期的に実施

するほか、集いの場として「心のいずみ」を開

催しています。 

有無     

※②～⑤は印西市独自事業 


